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技術者評価制度について

〇 平成26年の改正品確法（※）第24条において、調査及び設計に関し、資格等による技術者の能力の適切な評価
等を規定

○ 国土交通省では、点検・診断等の業務の質の確保を図るとともに、活用を通じ技術者の技術研鑽を促すことに

より、社会資本の維持管理を担える技術者を育成・確保するために、社会資本整備審議会・交通政策審議会

技術分科会技術部会 技術者資格制度小委員会の議論を経て、民間資格を登録する制度を構築（H26.11技

術者資格登録規程の告示）

○ 現在、251資格が登録され、発注時の総合評価落札方式において加点評価を行い活用

※・・品確法：公共工事の品質確保の促進に関する法律
【現状】

【経緯】 【分野別登録】

施設等名
登録資格数

H28.2 H29.2 H30.2 計

道路 3 3 0 6
橋梁 3 1 0 4
トンネル 2 1 0 3
河川・ダム 2 1 0 3
砂防 2 0 0 2
地すべり対策 2 0 0 2
急傾斜地崩壊等対策 3 0 0 3
海岸 12 4 0 16
港湾 14 0 0 14
空港 1 0 0 1
下水道 1 0 0 1
都市計画及び地方計画 1 0 0 1

都市公園等 2 0 0 2
建設機械 1 0 0 1
土木機械設備 1 0 0 1

電気施設・通信施設・制御処理システム 1 0 0 1

地質・土質 9 3 1 13
宅地防災 - - 1 1
建設環境 2 0 2 4

計 62 13 4 79

施設等名
登録資格数

H27.1 H28.2 H29.2 H30.2 計

橋梁（鋼橋） 16 13 13 4 46

橋梁（ｺﾝｸﾘｰﾄ橋） 17 12 13 6 48

トンネル 5 13 8 3 29

舗装 - - - 9 9

小規模附属物 - - - 7 7

堤防・河道 - 0 0 4 4

砂防設備 1 1 0 0 2

地すべり防止施設 2 0 0 0 2

急傾斜地崩壊防止施設 1 2 0 0 3

下水道管路施設 － 1 1 0 2

海岸堤防等 4 0 2 0 6

港湾施設 4 0 0 3 7

空港施設 0 1 0 0 1

公園（遊具） 0 4 0 0 4

土木機械設備 － 2 0 0 2

計 50 49 37 36 172

●維持管理分野（点検・診断等業務） ●計画・調査・設計分野

登録資格数 延べ251資格

平成27年10月26日

第 1 回登録 ５０資格（維持管理10分野 ）平成27年1月

平成27～29年度

平成28年2月 第 ２回登録 １１１資格（維持管理13分野、計画・調査・設計18分野）

計２５１資格について発注業務に順次活用中

平成26年度

既存の民間資格を評価し、必要な技術水準を満 たす資格 を登録する制度を構築（H26.11.28登録規程告示）

登録制度に、計画・調査・設計分野を構築（維持管理分野の拡充 ）

平成29年2月 第 ３回登録 ５０資格（維持管理13分野、計画・調査・設計18分野）

平成30年2月 第 ４回登録 ４０資格（維持管理15分野、計画・調査・設計19分野）

平成29年11月22日 維持管理分野、計画・調査・設計分野の拡充
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橋梁（コンクリート橋） 登録資格の一例（参考）

登録資格の（例） 施設分野：橋梁（コンクリート橋） 点検業務： ３０資格

※登録番号順に記載
※橋梁（コンクリート橋）には、上記の点検業務以外に、診断業務の１８資格が登録されている。

登録番号
（品確技資第○号）

資格の名称 資格付与団体 登録番号
（品確技資第○号）

資格の名称 資格付与団体

第25号 道路橋点検士 （一財）橋梁調査会 第77号
インフラ調査士
橋梁(コンクリート橋)

（一社）日本非破壊検査工業会

第26号 ＲＣＣＭ（鋼構造及びコンクリート） （一社）建設コンサルタンツ協会 第78号 社会基盤メンテナンスエキスパート 国立大学法人　岐阜大学

第27号 一級構造物診断士 （一社）日本構造物診断技術協会 第79号 道路橋点検士補 （一財）橋梁調査会

第28号 二級構造物診断士 （一社）日本構造物診断技術協会 第80号 土木設計技士
職業訓練法人
全国建設産業教育訓練協会

第29号 コンクリート構造診断士
（公社）
プレストレストコンクリート工学会

第178号
上級土木技術者
（鋼・コンクリート）コースＡ

（公社）土木学会

第30号 プレストレストコンクリート技士
（公社）
プレストレストコンクリート工学会

第179号
１級土木技術者
（鋼・コンクリート）コースＡ

（公社）土木学会

第31号 上級土木技術者（橋梁）コースＢ （公社）土木学会 第180号
上級土木技術者
（鋼・コンクリート）コースＢ

（公社）土木学会

第32号 １級土木技術者（橋梁）コースＢ （公社）土木学会 第181号
四国社会基盤
メンテナンスエキスパート

国立大学法人　愛媛大学

第33号 コンクリート診断士 （公社）日本コンクリート工学会 第182号
社会基盤
メンテナンスエキスパート山口

国立大学法人　山口大学

第34号 特定道守コース 国立大学法人長崎大学 第183号 橋梁点検技術者 （独）国立高等専門学校機構

第35号 道守コース 国立大学法人長崎大学 第184号 都市道路構造物点検技術者 （一財）首都高速道路技術センター

第36号 道守補コース 国立大学法人長崎大学 第220号 高速道路点検士（土木） （公財）高速道路調査会

第74号 主任点検診断士 （一財）阪神高速道路技術センター 第221号 高速道路点検診断士（土木） （公財）高速道路調査会

第75号 点検診断士 （一財）阪神高速道路技術センター 第222号 建造物保全技術者 （一社）国際建造物保全技術協会

第76号 橋梁点検士 国立大学法人名古屋大学 第223号
１級土木技術者
（鋼・コンクリート）コースB

（公社）土木学会
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国土交通省発注業務での国土交通省登録資格の評価（例）

○国土交通省発注業務の入札（総合評価落札方式等）における技術力の評価において、
登録資格を有する技術者を配置する場合に加点評価

従前（平成26年度まで） 平成27年度～

○管理技術者の評価（例）
①国家資格
　・技術士

3点
①国家資格
　・技術士

3点

②国土交通省登録資格 2点

③上記以外の民間資格 1点

○担当技術者の評価（例）
①国家資格
　・技術士

2点

③上記以外の民間資格 1点

②民間資格 1点

②民間資格 1点

①国家資格
　・技術士
②国土交通省登録資格

2点
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【参考】平成28年度発注業務での資格保有者活用状況（直轄）

平成28年度（第１～４四半期）の国土交通省登録資格対象業務
における国土交通省登録資格保有者の配置状況（直轄）

平成27年度までに登録された資格が、
平成28年度発注業務の約6割で活用

■配置有り業務（302件） 分野別内訳

道路 234業務
砂防等 15業務
海岸 9業務
港湾 44業務

計 302業務

302, 
63%

181, 
37%

有 無

資格要件（登録資格含む）の設定（公告時）

N=483件

※受注企業を対象に入札参加時等の申請書類に記載された情報を元に集計

■対象業務（維持管理分野 点検診断のみ）

4



技術者評価制度の今後の検討事項について

社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会



技術者資格制度小委員会の役割について

（国土交通省設置法）

社会資本整備審議会技術部会・交通政策審議会技術分科会技術部会

１．資格制度の構築及び拡充の検討

○新設分野における民間資格の登録制度の構築に関すること。
○民間資格の登録制度の拡充の検討に関すること。

⇒対象施設の拡充、対象業務の拡充、技術者レベルの拡充 等

技術者資格制度小委員会の役割

２．評価案に対する意見（毎年度実施）

○登録規程に基づく申請資格の評価案に対する意見に関すること。

３．登録制度のフォローアップ
○民間資格の登録制度全般に関し、検討すべき事項に関すること。
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第1回（H26.11.28）技術者資格制度小委員会（資料）
資料-1 技術者資格制度小委員会の役割（一部変更）

３．技術者の評価・活用
○登録制度を含む技術者全般に関し、検討すべき事項に関すること。

（役割の一部変更）



論点③ 技術者に関するデータベースについて、上記①②等を踏まえて、いかにあるべき
か？

論点② 発注者側の技術者が減少していく中で、事業促進PPP等のような、より上流側の
技術的なマネジメントを行う技術者をどのように評価・活用すべきか？

技術者評価制度の主な課題について

・発注者の視点を必要とする技術力（例えば、事業促進PPPやCM、海外ではジ・エンジ
ニアを経験した技術力）を如何に評価すべきか

・マネジメント業務の適切な実施に必要な経験・技術判断力をどう確保・育成し、伝承
していくべきか

・特に発注体制が脆弱な地方公共団体における技術支援は、どのようにするべきか

・高度な技術力をどのように評価・活用すべきか

・継続的な研鑽（ＣＰＤ等）をどのように評価・活用すべきか

・その他、技術力の向上・習得、豊富な経験、特殊な技術の活用実績等、よりきめ細か
な評価・活用を図るべきではないか
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論点① これまで２５１の民間資格を登録し、社会資本の維持管理を担える技術者を育成
してきたが、今後は既に登録された資格も含めて、更に技術者の能力向上を図り、
技術の進展に適応させるために、技術者の評価・活用はいかにあるべきか？

第9回（H30.2.16）技術者資格制度小委員会資料（抜粋）
資料-2 その他（技術者評価制度等） 一部修正



第９回技術者資格制度小委員会(H30.2.16)

技術者資格制度は間口を広げて、最低要件を満たしている資格を登録することで構築。
高度な技術力を評価して加点し活用するために、資格のレベルを考えていく必要がある。

設計分野と維持管理分野は異なり、維持管理はフィールドワークが必須である。

技術者の育成・レベルアップは、資格だけで考えるのではなく、社会が育てる観点も必要。

総合評価において、技術士を上位評価しているが、業務の特性によっては、民間資格を技
術士相当・又は以上の加点評価があっても良い。

技術士と民間資格の両方を持っていた場合、プラスαの評価があっても良い。技術士を持
たなくても専門分野での知識を評価しても良い。資格制度の進化を模索すべき。

発注者側の技術者が減少し、外部の力を活用するには、マクロにみるスタンスが必要。
地方公共団体の支援としては、全体を俯瞰出来ることが重要。

発注者の体制も脆弱化しているので、発注者の仕事を民間委託することを前提として、受
注するにあたっての高度な技術力をどのように位置付け、評価するのかという点で整理が
必要。

発注者も、設計・施工する人も、人手不足。本質的な問題は処遇問題であり、技術者の非
常に能力の高い人が高度な職が得られる仕組みを構築するために、資格制度には意味が
ある。

技術者資格制度にとらわれず、人材開発、人材登録、ＣＰＤなど、幅広く議論が必要。

■ 技術者評価制度に対する主な意見
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【参考】建設系ＣＰＤプログラムの現状

H29.4現在

出典）建設系ＣＰＤ協議会ホームページより

証明書

の有無

出口

審査

入口

審査

入口

審査

50 入口

(200/4年) 審査

入口

審査

入口

審査

混合

審査

混合

審査

入口

審査

出口

審査

50 入口

(250/5年) 審査

50 出口

(250/5年) 審査

50 混合

(250/5年) 審査

50 出口

(150/3年) 審査

入口

審査

16 （公社）日本コンクリート工学会 56,900 推奨値なし 50 - - - −

出口

審査

混合

審査

入口

審査

合計 445,385 5,835

年間主催

プログラム

CPD記録

審査方式(*1)

有 単位数・時期

19 （公社）農業農村工学会 15,493 50 50 全数 有 単位数・時期

18 （公社）日本都市計画学会 1,152 50 60 抽出

有 単位数・時期・明細

17 （公社）日本造園学会 7,313 50 430 全数 有 単位数・時期

15 （公社）日本建築士会連合会 58,000 12 2,600 全数

単位数・時期

14 （公社）日本技術士会 7,716 400 全数 有 単位数・時期

13 （一社）日本環境アセスメント協会 436 40 抽出 有

単位数・時期

12 （公社）土木学会 40,533 120 抽出 有 単位数・時期

11 土質・地質技術者生涯学習協議会 6,696 90 全数 有

有 単位数・時期・明細

10 (一社) 全日本建設技術協会 124 25 15 全数 有 単位数・時期・明細

9 （一社）全国土木施工管理技士会連合会 160,000 20 90 全数

有 単位数・時期

8 （一社）全国測量設計業協会連合会 600 20 80 全数 有 単位数・時期

7 （一社）全国上下水道コンサルタント協会 22,700 50 40 全数

有 単位数・時期

6 （一社）森林・自然環境技術者教育会 5,600 20 10 全数 有 単位数・時期・明細

5 （公社）地盤工学会 8,877 50 80 全数

有 単位数・時期

4 （一社）交通工学研究会 1,720 10 全数 有 単位数・時期

3 （一社）建設コンサルタンツ協会 44,867 50 120 全数

有 単位数・時期

2 （一財）建設業振興基金 3,245 12 1,450 全数 有 単位数・時期・明細

1 （公社）空気調和・衛生工学会 3,413 50 100 全数

No.
CPD証明書

内容

学協会名称
CPD登録者

（個人）数

推奨獲得
CPD単位(/年)
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第9回（H30.2.16）技術者資格制度小委員会資料（抜粋）
資料-2 その他（技術者評価制度等）



【参考】 事業促進ＰＰＰによるプロジェクトマネジメント（東北地方整備局）

●復興道路・復興支援道路は、リーディングプロジェクトとして、震災後に約223kmが新規事業化。
●「おおむね10年間」で既事業化区間とあわせ約380kmの事業の整備推進が必要。
●膨大な事業を円滑かつスピディーに実施するため「事業促進ＰＰＰ」を導入。

・従来、発注者が行ってきた協議調整等の業務を民間の技術力を活用。
・新規事業区間を10～20kmの工区に分割。工区ごとに推進チームを配置。
・現地に常駐し専任で事業マネジメント（調査設計～施工監理）を担当。

【事業促進PPPによる業務の実施】

ＰＰＰ：Public Private Partnership 
（官民連携、公民協働の意）

民間技術者チーム（ゼネコン、土木コン、補償コンJV）地元

地元

■
■
■

関係

機関

■■■

関係

機関

事務所チーム

監督官

係 長

担当者

管理技術者

主任技術者

技術員

協議

調整

■■■ ■■■ ■■■

調整

■
■

事業監理
専門家

調査設計
専門家

施工
専門家

用地
専門家

施工監理
専門家

測
量
受
注
者

測
量
受
注
者

調
査
受
注
者

調
査
受
注
者

設
計
受
注
者

設
計
受
注
者

用
地
受
注
者

用
地
受
注
者

■■■

工
事
受
注
者

工
事
受
注
者

工
事
受
注
者

↓H25.1～事業
進捗に伴い追加

施工の協議調整、指導・
助言等の業務を追加

【事業促進PPP業務実施体制】

事業促進PPP導入
H24:10工区
H25:  1工区
H26:  2工区
全 13工区

三陸沿岸道路
延長３５９km

宮古盛岡横断道路
延長６６km

東北横断自動車道 釜石秋田線
（釜石花巻道路）

延長８０km

宮城県北高速幹線道路
【補助】延長２０km

東北中央自動車道
（相馬福島道路）延長４５km

震災後に開通した区間

事業中 （震災後新規箇所）

現道活用

事業中

開通済

未事業化 10



【参考】 事業促進ＰＰＰの導入効果

＜ＰＰＰ効果事例：工程短縮＞
埋蔵文化財調査について、用地取得前に全ての地権者の同意を得て実施し、早期の工事着手を可能とした。

●官と民間チームによる多様な知識・経験の融合により事業執行力が飛躍的に向上。
●技術者が現地に常駐することにより地域との信頼関係が深まり円滑な事業調整につながっている。
●地元説明会や関係機関協議、他技術分野との連携を通して、官民双方が技術研鑽とノウハウを習得。

【事業促進PPP導入効果】

■PPP実績評価
PPP従事期間中の業務・工事実績評価。

■常駐・専任制
常駐・専任規定は人員確保の難条件。

【課題（受注者の声）と対応】
業務：道路設計や構造物設計の同種業務として実績評価（H26.8以降運用中）。
工事：二段階選抜方式工事において、ＰＰＰの実績を加点評価。

技術者の実績では ＰＰＰ従事期間分を遡り可能とした（H28.4以降運用中）。

担当技術者は常駐・専任規定なしに変更。
主任技術者も業務の進捗状況に応じて変更可能とした（H26以降運用中）。

従
来

同意取得

埋蔵文化財
本調査用地調査 用地取得 工事着手

工事着手までの
期間短縮

今
回

埋蔵文化財
試掘調査

埋蔵文化財
本調査

工事

用地調査 用地取得

埋蔵文化財
試掘調査

埋蔵文化財
本調査 工事

▲埋蔵文化財試掘調査（山田宮古工区）

従来にないスピードで事業が進んでおり、発注者の体制を補完する仕組みとして非常に有効に機能。
（従前比：着工まで約１／２、開通まで約１／２の見通し）

11



【参考】 技術者に関するデータベース（コリンズ・テクリス）

登録の流れ

登録項目

【コリンズ】工事実績データ 【テクリス】業務実績データ

登録金額 ○500万円以上の工事 ○100万円以上の業務

技術者データ

○工事での役割
○建設実績技術者ＩＤ
○氏名
○生年月日
○従事期間
○担当工事内容

○業務での役割
○建設実績技術者ＩＤ
○氏名
○生年月日
○従事期間
○担当業務内容

技術者情報

○技術者基本情報
【必須項目】建設実績技術者ＩＤ、氏名、フリガナ、生年月日
【選択項目】最終学歴、管理技術者資格者証情報、資格、継続教育、
　　　　　　　 発表論文、その他特筆すべき事項

○技術者基本情報
【必須項目】建設実績技術者ＩＤ、氏名、フリガナ、生年月日
【選択項目】最終学歴、管理技術者資格者証情報、資格、継続教育、
　　　　　　　 発表論文、その他特筆すべき事項 12
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